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低騒音型発動発電機は11型式
国交省が建設機械を追加指定
　国土交通省では、低騒音型・低振動型建設機械の
指定制度に基づき、低騒音型建設機械として発動発
電機11型式を含む計61型式を９月26日付で追加指定
し、同日付で告示した。今回指定分を加え、低騒音
型建設機械の型式数は延べ5,215型式となった。そ
のうち、発電発電機は延べ850型式（うち超低騒音
型707型式）となった。
　なお、今回は低振動型建設機械の申請はなかった。
そのため、低振動型建設機械の型式数は延べ26型式
と変わらず。
　低騒音型建設機械及び低振動型建設機械の指定制
度は、建設工事の現場周辺の生活環境の保全と建設
工事の円滑な施工を図ることを目的として、平成９
年から実施している。

排出ガス対策型は２型式
　一方、国土交通省では、第３次排出ガス対策型建
設機械の指定制度に基づき、第３次基準値適合の排
出ガス対策型建設機械として発動発電機２型式を含
む計５型式を９月26日付で追加指定し、同日付で告
示した。今回指定分を加え、排出ガス対策型建設機
械の型式数は累計で457型式となった。
　なお、今回申請がなかったトンネル工事用排出ガ
ス対策型建設機械の型式数は累計で50型式、みなし
指定建設機械の型式数は累計で191型式と変わらず。
　また、第３次基準値適合の原動機として１型式の
認定と、１型式の変更認定を行った。
　排出ガス対策型建設機械の指定制度は、建設現場
の作業環境の改善、機械施工が大気環境に与える負
荷の低減を目的として､排出ガス対策型建設機械の
型式指定を行い、その普及促進に努めている。平成
18年３月17日付で国土交通省大臣官房技術審議官通
達を策定し、第３次排出ガス対策型建設機械の型式
指定を実施している。
　問合せ先：国土交通省総合政策局公共事業企画調
整課環境・リサイクル企画室☎03－5253－8111（内
線24514）

低騒音型発動発電機
会 社 名 型　　式 定格容量 備　考

㈱マキタ WE1500 3.0kVA ○
デンヨー㈱ DCA-25USIE 25kVA ○
デンヨー㈱ DCA-220LSIE 220kVA ○
デンヨー㈱ DAT-300LSE 3.0kVA ○
デンヨー㈱ DLW-400LSWE 15.0 kVA ○
㈱やまびこ EGW185M-IST 5.0kVA ○
㈱やまびこ IDG3100MC 3.1kVA ○
ヤンマー建機㈱ G5500iSDE 5.5kVA 低騒音型
ヤンマー建機㈱ G1600iS 1.6kVA ○
本田技研工業㈱ EU55is 5.5kVA ○
北越工業㈱ PGW185SV-A1 3.5kVA ○
○印は超低騒音型を示す

排出ガス対策型発動発電機
会 社 名 型　　式 定格容量 黒煙低減の方式

デンヨー㈱ DCA-25USIE 25kVA 第３次基準値
デンヨー㈱ DCA-220LSIE 220kVA 第３次基準値
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◆10月21日：東北電力㈱火力発電所、東日本大震災
の復旧と今後の対策
◆10月22日：エネルギー政策の議論の成り行きと企
業の対応策
◆10月23日：LNG需要拡大における新日鐵住金㈱
のLNGプロジェクト現状、課題
◆10月24日：ガスシステム改革に向けた論点整理と
関連企業のとるべき対策
◆10月29日：「電力システム改革・電気事業法改正」
に伴う法的実践対策
◆11月15日：浮き彫りにする火力燃料調達の課題と
今後の調達戦略
◆11月19日：新成長戦略における重点政策経済産業
省の地熱発電導入拡大支援施策
◆11月22日：関西電力㈱における原子燃料リサイク
ル事業の現状､課題と今後の展開
◆11月25日：カシャガン油田開発の進展と今後の新
たな展開について
◆11月29日：中国電力㈱、原子力強化プロジェクト
長の使命と改革の具体的展開
　問合せ先はJPI（日本計画研究所）マーケティン
グ部　☎03－5793－9761　E-MAIL：info@jpi.co.jp

　やまとエンジン販売株式会社では、社名を「い
すゞ・やまとエンジン株式会社（佐久間隆一代表取
締役、☎03－3551－1166）」に変更した。
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